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海洋漁業の世界的傾向 

～生態系の保全と水産資源の持続的利用をめざして～ 
 

ダニエル・ポーリー 

 

 

  欧米諸国の多くの一般人は、広範囲に及ぶ「公害」が海の生き物を危険にさらすと信じている。おそらく、レイチェル・

カールソンの「われらをめぐる海」（1951年出版）のような本やジャック・クストーの海洋自然保護発言などの影響がいつま

でも続いているからでしょう。一方、長いあいだ漁業は害のないものとみなされ、漁獲対象となる種の減少は通常「環境

変化」やなんらかの「公害」によるもので、奇妙なことに漁業の発展とは無関係とされてきました。 

  商業漁業は、つまるところ魚を殺してその生育地から移動させ人間に食べさせることを目的としているのに、漁種の総

数変化にはほとんど影響を与えない活動であると、なぜこれほど幅広く、長きにわたって信じられてきたのでしょうか。これ

は、別の時代の考え方が浸透しているからと考えられます。つまり、危険にみちた未知の世界である海に、自分の村から

さほど離れない程度に小さな船で漕ぎ出して、深海に生きる魚類の膨大な総数のほんの一部をやっと手に入れられるだ

けの用具で、生活に最小限必要なだけの魚を釣ることが「漁業」だった時代の考え方です。この認識はいまだに続いてい

ます。これがどれほど誤った認識であるかに今こそ気付くべきです。 

  自立した漁業従事者が地元の食糧供給者として活躍するのどかな活動と漁業をみなすことの影響のひとつが、私た

ちがレストランで注文し、スーパーマーケットで買い求める魚を供給する緊密に組織化された世界市場機構を支えている

巨大事業の存在に気付きさえしないということです。これが問題となるのは、この巨大事業が自らの資源ベースに深刻な

影響を与えているため、現在の傾向がこのまま続けば数十年後には崩壊してしまう危険があり、そうなると現在漁獲され

ている何種類もの魚とそれを支える生態系も巻き添えを食って消滅してしまいかねないからです。これが、世界主要魚類

流通業者のひとつであるユニリーバが世界自然保護基金（WWF）と協賛して、基準以下と判断された管理体制に対し

て市場プレッシャーを与えるための海洋管理協議会（MSC）を設立した理由のひとつと考えられます。 

  人類は持続不可能な漁業を長いあいだ行ってきました。現在確認されている最古の漁業用具は、現在のコンゴ（もと

ザイール）にある遺跡の９万年前の貝塚で考古学者が発見した精巧なつくりの骨製の銛ですが、これは主に、いまでは絶

滅している全長２メートルの淡水ナマズを捕るのに使われていました。この銛を用いていた漁民は、その後他の種を捕るよ

うになったと思われます。ひとつの種を絶滅するまで捕り続け、次々に他の種に切換えていくという漁業パターンはこれまで

常に行われてきました。漁業道具や技術に限度があるため、或いは政府補助金の交付がないため、いくつかの種がその

分布範囲の一部でのみ漁獲されているあいだは、「持続可能性」が続くというわけです。 

  明らかにこのパターンは、大型哺乳動物や他の動物に対して人間が陸で繰り返し仕掛けてきた根絶戦争に符合しま

す。そのなかでも最も研究されている例が、１.３万年から１.２万年前の北米のクローヴィス狩猟族です。この名前は、同

族の溝付き槍先形尖頭器が最初に発見された場所の地名に由来します。以前に一般的に信じられていたのとは違って、

クローヴィス族は「最初のアメリカ人」ではなく、実は沿岸に住んでおり、生活の糧は漁業に依存していたと思われます。 
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また明らかに彼らが最初に内陸部で大型哺乳動物を捕えたとも思われます。クローヴィス族が千年ほどにわたって、大型

で繁殖サイクルの遅い哺乳動物３０種（マストドン、大型地上ナマケモノ、大型アルマジロ、セイブラクダなど）を、北米全

体を覆いつくす巨大な波のように大量に殺害し絶滅させたことが考古学でもモデル研究においても確認されています。文

字をもたない社会が動物総数に関する数量情報を数世代間にわたって伝達することの困難を考慮すると、殺戮絶頂期

を過ぎたクローヴィス族が自分たちの祖先がしてしまったことに気付かないまま、このくらいの期間を過ごしてしまえると思わ

れます。現在でも、同様の問題が「ベースラインの移動」として続いています。 

  皮肉なことに、無数のクローヴィス槍先形尖頭器が化石化した哺乳動物に突き刺さった形で発見されているにもかか

わらず、３０種の動物が絶滅したのは「気候変動」が原因であるといまだに主張する人がいます。それ以前に何百万年も

のあいだ環境変化を―まさに、北米の北部を厚さ２キロの氷で覆った数度の氷河作用を含む環境変化を―乗り越えて

きた種が、２、３百年間の環境変化のせいで絶滅したというのです。 

  同様の哺乳類絶滅が４、５万年前のオーストラリアでも起きたという有効な証拠があり、これはまさにホモ・サピエンス

が最初にオーストラリア大陸に到着し、そこで何百万年にもわたって進化してきた有袋動物のいくつかの大型種を短期間

で絶滅させてしまったことに関連があるとされています。 

  最後の例として、現在のニュージーランドで起きたダチョウに似た大型のモア（恐鳥）の絶滅を挙げておきます。十三世

紀後期に現在のマオリ族の祖先がポリネシアから移動してきて、土地に数百万年間生息してきた１１種の動物をほんの

百年のあいだに絶滅においやったのです。 

  海においては、産業革命期にトロール漁船のようなこれまでにない漁獲能力をもつ漁船が開発され、大型沿岸動物

が連続して減少していきました。すでに漕艇式、帆船式漁船が主に沿岸で相当な漁業を行ってきたのに加えて、新型の

産業漁船がより遠海をめざし、より大型の魚類群を対象とする漁業を展開したため、それまで漁業の影響を全く受けな

いでいた魚類の総数が短期間で減少してしまいました。しかし、この現象を否定する声は絶えず、時にはばかげた形にな

って現れます。例えば、フランス周辺の底生海洋資源に関してあるフランス漁業代表者は最近、「資源が減少しているの

ではなく、場所を移動しているのだ」と主張しています。 

 

変化のはじまり 

  1970年代後期に国連海洋法会議(UNCLOS)が誕生し、沿岸国が領土の海岸線から公海に向かってほぼすべて

の大陸棚を含む２００マイル区域を排他的経済水域(EEZ)として管轄権を主張できるようになりました。この結果、漁業

資源の管理責任は沿岸国に帰することとなり、何十年にもおよぶ、場合によっては何世紀にもおよぶ、古くからの漁場を

めぐる紛争が終結しました。しかし残念なことに、これがもたらすはずであった機会を多くの国が捉えそこねました。つまり、

以前から漁業開発を象徴していた国際間の魚獲得競争自体は問題にされないまま残ったのです。各国政府や国連開

発計画（UNDP）、欧州連合(EU)、国際協力を担う銀行などの国際組織による補助金のおかげで、EEZに来なくなっ 
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た外国漁船を補足するほどに国内漁業が発展し、一方UNCLOSの認可やEUと西アフリカ諸国が個別に結んでいるよ

うな安値で取り決められた「漁業協定」によって外国漁船は他国のEEZでの操業を続けることとなりました。 

  漁業研究者は漁獲高の見積りを発表し、この傾向の助長に貢献しました。この見積りが大幅に楽観的過ぎたことは

今では周知の事実です。 

  UNCLOS以降も漁業は技術的に発展し、地理的にも拡大したため、以前より速度は落ちたものの漁獲高増加傾

向は継続しました。世界的に漁獲高が減少に転じたのは1980年代後期のことです。これは、漁業を支える諸生態系の

広範囲におよぶ崩壊(中国による組織的な改ざん報告により長いあいだ隠蔽されていた)と深海資源を対象とする漁業

傾向が原因です。当時、いくつかの主要研究が発表され、海洋漁業は自らの資源ベースとそれを支える諸生態系に一

般に信じられているよりはるかに深刻な影響を与えていると指摘しました。これは、私たちの漁獲傾向観察結果の説明を

さらに裏付けることとなりました。 

  しかし、ほとんどの国の国立海洋研究所は従来通りの調査方法をほぼそのまま続けています。すなわち、種単位の許

容漁獲高総量(TAC)を割り出すのを目的に単種漁業の操業評価を実施する一方で、単種漁業は多くの他の種にも影

響を与え、それらを支える諸生態系の連続破壊の原因となると主張する環境保護運動家（一般人の支持も増えつつあ

る）を退ける、というやり方です。 

  これに代わる対処法が実施されるには、国立水産研究所とこれらがその管轄下にある法規機関を漁業界との追従

的な関係から解き放ち、本来公的領域にある資源の管理者としての役割を取り戻させることが必要です。確かに、法規

機関が採掘産業にはつきものの有限利益の確保に没頭しているという一般的認識があり、これを背景に、明確な表現

はされていないものの、生態系をベースにしたなんらかの漁業管理枠組(EBFM)の必要性が幅広い支持とともに訴えら

れているのではないでしょうか。例えば2002年ヨハネスブルグで開催された持続可能な開発に関する世界首脳会議

（WSSD）においても、EBFMの必要性が表明されています。 

  したがって、EBFMのあいまい性を非難するかわりに、これを全体的指標とすることを考慮するべきなのです。ちょうど

カナダの連法政府政策の基本概念が「良い統治」であり、アメリカの法体系の根底に「幸福の追求権」があり、フランスの

公的政治的発想の大部分が「自由、平等、博愛」を源泉としているように。EBFMのように、あいまいでありながらも包

括的な概念は、複雑で利害関係の入り組んだ議論に枠組を与える数少ないきっかけとなりえます。さらに、漁業に関係

する諸生態系の構造と機能をEBFMによって維持或いは再建しなくてはならないという基本的見解があれば、そこからコ

ンセンサスもすばやく形成できるでしょう。このためには、生態系における一定の種の総体的多数性が維持されるように漁

獲魚類を調整する管理漁業が必要となります。ちょうど、個別の自動車メーカーが販売する車両全体のガソリン消費単

位走行距離に上限を設けることで、ひとつの国全体の走行距離総数を規定するのと同じようなことです。 
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海洋食物網の上位から下位へ 

  漁獲高から簡単に概算できるふたつの単位、漁獲された魚の平均栄養段階（TL）と魚種の平均最大体長(ML)が、

漁業の基盤をなしている諸生態系の状態をかなり正確に反映していることがわかっており、その監視に有用であると思わ

れます。 

  生物の生態系での主要目的は、繁殖以外には餌を得ることと他の生物の餌にならないことです。生態系とは大まか

に言って、生物がその体長や口腔各部の構造、栄養摂取傾向によってそれぞれ定められた位置を占めている複雑な食

物網と食物連鎖が絡み合ったものです （ボックス1）。生物が占める位置の指標のひとつがTL値で、植物プランクトンや

底生藻類が位置する海洋食物網の底辺（主に食べられずに残って死んだ藻類と草食性生物の排泄物からなる有機堆

積物もこの位置）をTL１とし、ある生物がここから何段階離れているかを示しています。 

  植物プランクトンは主にTL２のカイアシ類とその他の小さな甲殻類の餌になります。草食性生物はたいていかなり大

型である陸生生物の食物連鎖とは明確に異なります。一方、動物プランクトンは主にTL３程度の小さな遊泳魚（ニシン、

イワシ、ヒシコイワシなど）の餌になります。「程度」というのは、遊泳魚は植物プランクトン、草食性生物、肉食性動物プラ

ンクトン、有機堆積物が様々に混ざったものをよく食べるからです。小型遊泳魚は大量に漁獲されており（2000年には

3800万メートルトン[１メートルトン＝1000Kg]、つまり世界全体の漁獲高の44％）、人間に食べられるか（例えばオイル

漬イワシの缶詰として）、ニワトリ・ブタ、養殖サケ用飼料の主原料である魚粉・魚油にされます。一方、レストランでそのま 
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まの形で料理したり、ステーキや切り身にして出される典型的食用魚であるタラ、フエダイ、マグロ、オヒョウなどは、小型遊

泳魚やその他の小型魚、無脊椎生物を捕食し、TL値は4から4.5です。上限にはサメ、クロマグロ、海生哺乳類のような

その他の捕食性生物が位置しています。TLは場所と時間により変動します。「時間」には季節と魚の年齢（体長）の両方

が含まれます （ボックス3）。 

  さらに重要なことに、海ではTL値が高い生物はその捕食する生物より体長が一般的に3、4倍大きく、成熟し生殖で

きるようになるまで長い時間を要する傾向があり、このため乱獲の影響をうけやすいのです。 

  これらの要素すべてと、生態系に豊富に存在する海洋種をなんであろうと漁獲してしまう現在の漁業技術、小型より

大型の魚の方が弱い生存状況にいることを考慮すると、低TL値の魚の漁獲高が増加すれば、それだけ高TL値の魚類

が減少していくという結論が導き出されます。言い方を変えれば、持続可能性のない漁業では、たとえTACが設定されて

いる魚種が個別には持続可能なやり方で漁獲されていたとしても、漁獲された魚の平均TL値が徐々に低下していくとい

う現象が起こるため、生態系レベルで持続不可能性を露呈してしまうことになります。 

  このような持続可能性のない漁業は、海洋食物網の上位から下位に向かって獲ってゆくやり方（「フィッシング・ダウン」、

略してFD）として今や知られていますが、はじめて発表されたのは1998年 （ボックス2）で、国連食糧農業機関(FAO)

が設立・運営する世界的漁獲高データベースに基づいていました。FAO自体は、ほんの初歩的な漁業監視システムし

か保有していない国をも含む加盟諸国の提供するデータに依存していました。このデータで特に問題になるのは、漁獲さ

れた魚種や漁獲地が大まかに合算されることが多く、例えば、多くの魚種が「雑魚」としてひとまとめにされたり、遠洋漁船

による他国のEEZにおける漁獲高も漁船国籍に無関係に合算されています。FAOのデータベースのこのような欠点が、

そこから引出される結論を無効にするのではないかという意見を受けて、ばらばらにしたデータセットに基づいた検討結果

が数回にわたり発表され、FDの概念の有効性と偏在性が証明されました。 

  この過程で規則的な漁獲高マッピング方法が開発され、これによって1950年から2000年のFAOの漁獲高データを、

漁獲特徴（魚種構成、平均TL、平均ML）とともに、世界中の海を緯度・経度によって18万以上に分割した区域にふり

わけることが可能になりました。 

  この結果、FD現象のマッピングと、近海礁の漁と近くで漁獲されるマグロのような大洋性高TL遊泳魚を合算する小

島やその他の国の漁業統計値による偏りを取り除くことが可能になりました。 

  このマッピングの結果からわかるのは、いかにFD現象が広範囲におよんでいるかということです。漁獲高の世界総量の

大部分を占める大陸棚区域でTL値が激しく落ちこんでいるため、重要な漁場では必ずFD現象が起きているとさえ言う

ことができます。また、TL値の低下率は1950年代以降上昇しており、低下率が最も高いのは1980年代であった。1950

年代初期、世界の漁業は平均TL値3.37で操業しており、現在は3.29である。しかし1983年にすでに3.25まで低下し

ています。そして忘れてはならないのは、人間はいまのところ動物プランクトンを食べていない（例外はあるものの - 日本

やその他の北東アジア諸国にはクラゲの市場が存在し、欧米諸国には輸出を開始したところもある）ということです。 



 

- 6 - 

 

 

  この分析は、世界漁獲統計に明示されている平均最大魚種体長に符合する。調査対象となった５０年間に最高1メ

ートルまでの低下が起きているのは主に北大西洋とその他の地域で、漁業が高度に産業化したため大きく成長できる魚

種がいなくなってしまったところです。世界スケールで観察すると、魚網の網目の大きさや特定の魚種の大きさが一定の危

機的レベル以下に落ちないように魚種別に設定された規定 （注：これには、研究報告が進んでいる一魚種内での平均

体長低下は考慮されていない）にもかかわらず、この現象は着実に進行しています。 

 FAOは1950年にここで取り上げている世界漁業データセットの収集を開始したが、そのときすでに、近海漁業は工業

国、非工業国両方における沿岸での魚と無脊椎生物の総数減少に影響をおよぼしていました。そして、初期の産業化

した漁業が北海やニューイングランドなどで引き起こした連続減少は、第二次世界大戦後は他地域、特に南半球の深

海にまで拡大しました （ボックス4）。 

 

食糧確保への影響 

  地理的拡大が覆い隠されてしまったのも、投資規制緩和、国際銀行取引、通信技術の発展により形成された緊密

に組織化された世界市場があったからこそです。シーフード料理の利点が知られ生活水準が向上するにつれて北半球に

おける魚の需要が伸びたため、追いつかなくなった供給を南半球からの輸入で補うようになったのも、このためです。多くの

発展途上国が負債返済に必要な基軸外貨を獲得する最も簡単な方法として、比較的高額な取引料を支払う意志の

ある外国に入漁権を売ること、高価な魚の輸出が挙げられます。この結果、多くの発展途上国では、沿岸地域で外国

漁船が乱獲を行い、地元の小規模で家内工業的漁船には獲る魚が何も残っていないという現象が起きています。世界

の最大魚輸出国４０ヵ国のうち９ヵ国が低所得・食糧不足国とされています。ここでは底性食用魚を例に挙げているが、

他の高価値シーフード（例えば、日本、アメリカ、EU向けの小エビ）や小型遊泳魚から作られ陸生・水生（例えば養殖サ

ケ）の家畜飼料となる魚粉に関しても同様のことが言えます。 

  海水産物の世界市場機構とともに、先進国の一般消費者から魚種連続減少の現状を覆い隠しているのは魚の養

殖です。多くの人が養殖は魚を乱獲から守る効果があると信じています。しかし、実際にこの効果が見込めるのは、養殖

される魚や他の生物が魚粉を必要としない場合（例えば、二枚貝やイガイ、アジアの熱帯地方で養殖されている肉食性

テラピア、アメリカの養殖ナマズなど）においてのみです。一方、サケやその他の肉食性魚のように魚粉を必要とする養殖

は、乱獲をあおることになります。人の食用に十分なり得る小型遊泳魚や他の魚が養殖用飼料の原料にされるため、こ

れらの魚の栄養価はそれをエサにした養殖魚が私たちの食卓にのぼるときには、途中でほとんど失われてしまっているので

す。 

 

必要な対策 

  ここで説明したFDやその他の関連現象を考慮すれば、多くの漁業科学者・経済学者が提案してきた改善策を早急 
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に実行するべきであるといえます。すなわち、政府補助金なしでは黒字操業ができない漁船に操業を続けさせないために

補助金交付を停止し、使用漁具の各種制限を厳しく施行することで、漁業能力を縮小することです。 

  このような対策をとっても、将来の漁獲高を増やす、つまり伸びつづける人間の海水産物需要を満たしつづけることは

できないかもしれません。しかし、これらの対策により現在残っているが失われつつあるものを維持することはできるでしょう

し、それにより発展途上国における一人あたりの魚供給量が低下したことから顕在化した食糧確保問題を和らげることも

できると思われます。 

  一方で、このような以前から提案されている対策は、全体的な魚供給量を安定させることはできても、弱い生存状況

にいる大きい魚種を絶滅から救うには不充分ではないかと懸念されます。先に述べた、いわゆる「ベースラインの移動」現

象を考慮すれば、正常に機能的生態系と持続可能な漁業を再構築するためには、種の総数と生態系の初期状態を示

す堅固なベースラインを設定して、漁業資源を再生してゆくことが必要です。したがって、生態系の初期状況の再構築と

記述（あるいはシミュレーション）と、新しい研究分野（効果をあげるためには学際的でなければならない）の開発が重要に

なってくるのです。 

  もうひとつ重要な対策として、持続可能な開発に関する世界首脳会議(WSSD)でも必要性がアピールされたように、

規制対象ではなかったいくつかの魚種の何世紀間にもおよぶ生存を可能にしたレフュジア(退避地)の再構築があげられま

す。レフュジアは、現在「海洋保留地」や「禁漁区」と呼ばれることがあるが、沿岸種を保護するためには近海に、また、大

洋魚を保護するためには遠海に設けられなければなりません。私たちは漁業がこれまで依存してきた種の多くを失ってい

ますが、禁漁地区をあちこちに散らばった小規模の特別な地域とみなすべきではなく、漁業対象になっているいくつかの魚

種の分布地全体を禁漁にするための正当かつ明白な管理方法としてレフュジアを導入することです。漁業を遠ざけること

により過去には保護されていた魚種の絶滅を防ぐことこそ、将来の漁業管理体制の主要目的となるべきなのです。これが

実現すれば、漁業は歴史上初めて完全に持続可能な活動となるばかりでなく、不確定性の問題への対応も可能になり

ます。これはレイチェル・カールソンの死後、世に知られるようになった書物の中のひとつに雄弁に謳われている通りです。 

「現在残っている野生区域のいくつかを国立公園にすることは、解決策の一部でしかありません。公園でさえ、自然が長

い時間を費やして風や波、砂とともにつくりあげてきたものとは異なります。自然のやり方とは何であったのかを、人間はい

ずれ学ばなくてはなりません。人間が干渉しなければ地球がなり得ていたであろう姿を知らなければなりません。だから、

レクリエーションのために公園をつくるならば、その他に沿岸地域を自然のまま保存して、海と風と海岸、いきものとその環

境が、人間がいなかった長いあいだにいたのと同じ状態に居続けられるようにしなければなりません。なぜならば、いまの

最先端科学の時代においては人間のやり方が必ずしも最善ではないかもしれないからです」 
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ボックス1   ソフトウェア「エコパス」とモデル作成法 

 エコパスは、1980年代初期に米国ハワイの国立海洋漁業局のJ. J. ポロビーナ博士がソフトウェア兼生態系モ

デル作成法として提唱したものである。1980年代半ばに、エコパスはダニエル・ポーリー博士（1990年以降はヴィ

リー・クリステンセン博士を助手とする）によりさらに開発され、広く普及した。ポーリー、クリステンセン両博士がブリ

ティッシュ・コロンビア大学に移籍してからは、カール・ウォルターズ博士が時間動態的シミュレーション用のエコシム

というモジュールの開発をすすめ、エコパスに空間的構成要素が追加された。 

 エコパスを使えば、普通に入手できる文献やフィールドデータを元に生態系モデルをすばやく構築することができ

る。基本的に、ひとつの生態系は、植物の1～2機能的集団と、植物と動物を捕食する動物の20～50機能的

集団から構成されるとみなされる。各機能集団には（調査やその他フィールドデータに基づいて）バイオマス、栄養

摂取パターン、捕食率（実験結果や比較研究より決定）、生殖・死亡率（通常、機能集団内の動物の年齢より

概算）が決められる。エコパスは次に、全個体が十分な食物を得られるように、各集団間のバランスを決定する。 

 エコパスの初期ユーザーは、プログラムが詳細に記述する生態系構造の解釈をかなり重要視していた。現在で

は、エコパスは主にエコシムとエコスペースの実行のパラメータを得る方法として使われている。 

 このソフトウェアは現在ではエコシム付エコパス(Ecopath with Ecosim, EwE)と呼ばれており、この方法を用

いた多数の研究論文と同様に、インターネット上で入手できる（www.ecopath.org 参照）。 

 エコパスに関するポーリー博士の論文（共著を含む）には以下のものがある。 

 

Pauly, D., V. Christensen and C. Walters. 2000. Ecopath, Ecosim and Ecospace as tools for evaluating 

ecosystem impact of fisheries. ICES Journal of Marine Science 57: 697-706. 

Christensen, V. and D. Pauly. 1992. The ECOPATH II - a software for balancing steady-state ecosystem 

models and calculating network characteristics. Ecological Modelling 61: 169-185. 

Pauly, M.L. Soriano-Bartz and M.L.D. Palomares 1993. Improved construction, parametrization and 

interpretation of steady-state ecosystem models. p. 1-13. In: V. Christensen and D. Pauly (eds.) Trophic 

models of aquatic ecosystems. ICLARM Conference Proceedings 26. 
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ボックス2   「海洋食物網を上位から下位に向かって獲ってゆく（フィッシング・ダウン）」 

 「海洋食物網を上位から下位に向かって獲ってゆく（フィッシング・ダウン、略してFD）」は、サイエンス誌に掲載さ

れたポーリー博士と共著者による論文のタイトルであり、ここでは世界漁業の漁獲高のTL値が着実に低下してい

く傾向にあるという発見が論じられている（TL値とは、植物をTL1として、ある生物がここから何段階離れているか

を示す。通常私たちの食用になる魚のTL値は3.5から4.5である。これら捕食性の魚はTL値がさらに下の魚や

TL値２の草食性動物プランクトンを食べている）。同論文で、著者らは、FD現象の発見は大型の捕食性魚類

（高TL値）の総数減少と、TL値の低い魚類と無脊椎生物の各生態系内での、したがって漁獲高全体における、

相対的総数の増加を示すものであると論じている。 

 この発見に続いて多数の研究が行われ、ポーリー博士らの論文の内容を再確認することとなった。その結果、

「海洋食物網を上位から下位に向かって獲ってゆく（フィッシング・ダウン、略してFD）」という表現は漁業研究界に

おいて広く知れわたった。 

 ポーリー博士のFD現象に関する論文（共著を含む）には以下のものがある。 

 

Pauly, D. and M.L. Palomares. 2005. Fishing down marine food webs: it is far more pervasive than we 

thought. Bulletin of Marine Science 76(2): 197-211.  

Pauly, D. and R. Watson. Background and interpretation of the ‘Marine Trophic Index’ as a measure of 

biodiversity. Philosophical Transactions of the Royal Society: Biological Sciences 360: 415-423.  

Pauly, D., V. Christensen, J. Dalsgaard, R. Froese and F.C. Torres Jr. 1998. Fishing down marine food 

webs. Science 279: 860-863. 
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ボックス3   フィッシュ・ベース(FishBase)、魚に関する世界的オンライン百科事典 

 フィッシュ・ベースは、世界の魚に関する巨大なオンライン・データベース(世界中の約三万魚種をカバー)であり、アメ

リカ、スウェーデン、フランス、ドイツ、台湾、フィリピンのサーバーがバックアップしている（www.fishbase.org参照）。こ

れは、フィリピンにいる経験豊かなエンコーダーのチームが科学論文や魚に関する書物から収集した主要情報、特に

TL値概算のデータとなる何千にもおよぶ魚種の食物構成を提供している。フィッシュ・ベースには、画像、識別用見

出し、分析ツール、魚に関連する他の多数のデータベースへのリンクもあり、一ヶ月のヒット数が一千万を大きく上回

ることから、一ヶ月のユーザー数は約百万人にのぼると思われる。 

 このデータベースは、1988年にポーリー博士がドイツのレイニエ・フローズ博士をプロジェクト・リーダーとして招き、開

始したものである。両博士は、同データベースの設立の詳細とそこで使用されている百枚以上の図表に関する科学

的情報を記載した「フィッシュベース・ブック（FishBase book）」の共著者である。フィッシュ・ベースは当初、フィリピン、

マニラの国際水産資源管理センター (International Centre for Living Aquatic Resources Management, 

現在の WorldFish Centre、所在地マレーシア、ペナン) のプロジェクトであったが、現在ではフィッシュ・ベース・コ

ンソーティアムの8メンバーによる共同プロジェクトになっている。メンバー構成は、ヨーロッパ6、カナダ1、マレーシア1で

ある。 フィッシュ・ベースに関するポーリー博士の論文（共著を含む）には、以下のものがある。 

 

Froese and D. Pauly (Editors) 2000. FishBase 2000: Concepts, Design and Data Sources. ICLARM, 

Los Baños, Philippines, 346 p. [Distributed with 4 CD-ROMs; previous annual editions: 1996-1999; 

updates in www.fishbase.org] 

Froese, R. and D. Pauly. 1994. FishBase as a tool for comparing the life history patterns of flatfish. 

Netherlands Journal of Sea Research 32(3/4): 235-239.  

Pauly, D. and C. Binohlan. 1996. FishBase and AUXIMS as tools for comparing life-history patterns, 

growth and natural mortality of fish: applications to snapper and groupers, p. 218-243. In: F. 

Arreguín-Sánchez, J.L. Munro, M.C. Balgos and D. Pauly (eds.) Biology, fisheries and culture of tropical 

groupers and snappers. ICLARM Conference Proceedings 48. 
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ボックス4   シー・アラウンド・アス プロジェクト 

 シー・アラウンド・アス プロジェクトは、ブリティッシュ・コロンビア大学水産資源研究所の活動であり、アメリカの財団、

ピュー・チャリタブル・トラスト・オブ・フィラデルフィアの補助金で運営されている。プロジェクトの目的は、漁業の海洋生

態系に対する影響の緩和と、この影響に関する文献情報の収集・管理である。プロジェクトは世界規模で展開され

ており、その主要な成果として大規模オンライン・データベース（www.seaaroundus.org）がある。このデータベース

は、世界の全沿岸国については排他的経済水域(EEZ)の空間区分別に、公海については64の大型海洋生態系

(LME)別に分類した世界の漁業に関するデータを提供している。 

 この大型データベースを基盤に、シー・アラウンド・アス プロジェクトは世界の漁業の重要事項（特に中国による漁

獲高の上増し報告、北大西洋魚類バイオマスの歴史的低下、西アフリカの漁業資源への外国漁船の影響など）に

関する情報文献収集を行ない、一般の大きな関心を集めた。 

 シー・アラウンド・アス プロジェクトは1999年に開始され、10人のメンバーからなる。ポーリー博士はプロジェクトの主

任研究者である。 

 プロジェクトの成果として発表された論文には以下のものがある。 

 

Watson, R., J. Alder, A. Kitchingman and D. Pauly. 2005. Catching some needed attention. Marine 

Policy 29(3): 281-284 

Christensen, V., S. Guénette, J. J. Heymans, C.J. Walters, R. Watson, D. Zeller and D. Pauly. 2003. 

Hundred year decline of North Atlantic predatory fishes. Fish and Fisheries 4(1): 1-24. 

Pauly, D. and J. Maclean. 2003. In a Perfect Ocean: fisheries and ecosystem in the North Atlantic. Island 

Press, Washington, D.C. xxx + 175 p. 

Watson, R. and D. Pauly. 2001. Systematic distortions in world fisheries catch trends. Nature 414: 

534-536. 

 

 

 

 


